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１．はじめに 

 長崎大学における近年の産学連携状況を把握するため，これまで主に民間企業を対象として，長崎

大学が 2004 年度から 2018 年度に実施した共同研究について，相手先企業の所在地域別に実施件数及

び受入金額を整理，分析した結果について報告した 1-3)．これらの報告は，研究費受入実績のある年度

を対象とし，民間企業の規模別に件数及び受入金額に着目した分析であった．一方，長崎大学では第 3

期中期目標・中期計画期間（2016~2021 年度，以下，第 3 期中期目標期間という）に，長崎県内企業等

との共同研究実施件数を KPI の一つに設定し，地域との産学連携の推進に努めてきた．今回は，同期

間における長崎県内企業等との共同研究の実施状況と，相手先毎にどの年度で共同研究が実施された

かの調査を行い，長崎県内企業等との共同研究実施状況の動向について検討したので，その結果につ

いて報告する．  

 

２．整理・分析手順 

 第 3 期中期目標期間における長崎大学の共同研究契約の情報を基に，長崎県内企業及び企業以外と

の共同研究を抽出し，相手先毎にどの年度で共同研究契約があったかについて整理し，分析を行った． 

 

３．結果及び考察 

１）全体の状況 

 第 3 期中期目標期間中の共同研究全体の実施状況を図１に示す． 

共同研究実施件数は，年間で 205～351 件で，期間 5 年度まではほぼ直線的に増加し，期間最終年

度は横ばいとなった．研究費受入額は 313～742 百万円で，期間 5 年度までは件数の増加にともなっ

てほぼ直線的に増加していたが，期間最終年度で 192 百万円ほどの減少となった．これはライフサイ

エンス系の大型案件契約終了に起因するものであった． 

 

 

 

 

        

２）長崎県内企業等との共同研究実施状況 

 第 3 期中期目標期間中の長崎県内企業等と県外企業等と

の共同研究実施件数の推移を図２に示す．県内企業等との

共同研究実施件数は，35～66 件であった．期間 4 年度目の

2019 年度に長崎県内企業等との実施件数が前年度比で約

1.5 倍増となっているのは，2019 年度が第 3 期中期計画の中

間評価年度であったため，県内企業等との共同研究獲得に

特に注力した結果によるものである． 

 図３は長崎県内企業等との共同研究について，相手先の

企業等数を継続年度数（1 年度～6 年度）別に整理し，当該期間

中の推移を示したものである．2016 年度の結果には，当該年度
図 3 長崎県内企業等との共同研究の継続 

年度数別の企業等数の推移 

図 1 共同研究件数と受入金額の推移 図 2 長崎県内企業等と県外企業等との 

共同研究件数の推移 
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新規契約案件と前年度からの継続契約案件が含まれている．2019 年度の 1 年度（新規契約案件）数が

他の年度と比較して著しく増加しているのは，前述したように，県内企業等との共同研究獲得に注力

した結果によるものである．当該期間中の長崎県内企業等との共同研究件数は増加傾向（図２）にある

ものの，相手先企業等数は 30～36 社と年度間で顕著な差は認められなかった． 

 

４．まとめ 

 第 3 期中期目標期間中における長崎大学と長崎県内企業等との共同研究の実施状況について整理，

検討した．その結果，以下の事が明らかになった． 

 １）長崎県内企業等との共同研究実施件数を KPI の一つに設定し，共同研究獲得に注力したところ，

件数のベースラインの引き上げの成果はあったのではないかと考えられる． 

 ２）一方で，相手先企業等数の顕著な増加は認められなかった． 

 ３）県内企業等との共同研究実施件数を増加させるためには，同一企業等との複数の共同研究案件

の獲得，及び新規相手先企業等を獲得するための継続した取組が必要である． 
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